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平成２８年１０月２７日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社  Ｎ Ｓ Ｄ  

代 表 者 名 代表取締役社長 今城 義和 

(コード番号 ９７５９ 東証１部)

問 合 せ 先 執行役員 社長室長 八木 清公 

(TEL  ０３-３２５７-１２５０)

 

 

当社子会社株式の取得(完全子会社化)及び 

吸収合併(簡易合併・略式合併)に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるエヌ・アイ・コンサルティング株式会社

(以下、「ＮＩＣ」といいます。非上場。)の株式を追加取得し完全子会社化するとともに、同社を完全子会社

化した後、吸収合併することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、完全子会社化する連結子会社を対象とする合併であるため、開示事項・内容を一部省略 

して開示しております。 

 

記 

 

１． 株式追加取得の理由及び合併の目的 

ＮＩＣではシステム監査業務の受託、支援事業を行っておりますが、同事業を取り巻く環境は厳し

く、システム監査単独でのニーズは縮小傾向にあることから、今般、グループ全体での経営効率化を

推し進めるべく、同社を吸収合併することといたしました。 

 

２． 株式追加取得の要旨 

(1) 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式数の状況 

① 異動前の所有株式数 380株（所有割合 95％） 

② 追加取得株式数 20株（取得価額 1,998千円） 

③ 異動後の所有株式数 400株（所有割合 100％） 

 

(2) 株式取得日  平成28年10月31日 

 

３． 合併の要旨 

(1) 合併の日程 

取締役会決議日 平成28年10月27日 

合併契約締結日 平成28年11月中旬(予定) 

合併予定日(効力発生日) 平成29年4月1日(予定) 

※本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項に規定する簡易合併であり、ＮＩＣにおいては会社法

第 784 条第 1 項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契約に関する株主総会の承認を得ること

なく行うものです。 

 

(2) 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、ＮＩＣは解散いたします。 

 



. 

(3) 合併に係る割当の内容 

当社完全子会社の吸収合併であることから、本合併による新株式の発行及び金銭の割当はあり

ません。 

 

(4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

４． 合併当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1) 名 称 株式会社ＮＳＤ エヌ・アイ・コンサルティング株式会社

(2) 所 在 地 東京都千代田区神田淡路町2-101 東京都千代田区神田淡路町2-105 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 今城 義和 代表取締役社長 柳田 正 

 

(4) 事 業 内 容 

システム開発とシステムコンサルティン

グ、コンピュータソフトウエアの開発およ

び販売、コンピュータ室運営管理の受託等 

システム監査の受託、システム監査に関する

コンサルティング、システム監査ノウハウの

提供、システム監査要員の教育・指導 

(5) 資 本 金 7,205百万円 20百万円 

(6) 設 立 年 月 日 昭和44年4月8日 平成13年5月15日 

(7) 発 行 済 株 式 数 48,172,160株 400株 

(8) 決 算 期 3月31日 3月31日 

(9) 大株主及び持株比率 株式会社ＮＳＤ 10.90% 株式会社ＮＳＤ 95.00%

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社 
8.34% 池田泉州システム株式会社 5.00%

ＩＰＣ株式会社 6.48%  

野村信託銀行株式会社 4.69%  

ＢＢＨ ＦＯＲ ＭＡＴＴＨＥＷＳ ＪＡＰ

ＡＮ ＦＵＮＤ 
4.39%

 

(10) 直近事業年度の財政状態 

及 び 経 営 成 績 
平成28年3月期(連結) 平成28年3月期 

 純 資 産 41,561百万円 57百万円

 総 資 産 48,193百万円 66百万円

 売 上 高 51,585百万円 90百万円

 営 業 利 益 6,378百万円 9百万円

 経 常 利 益 6,456百万円 9百万円

 当 期 純 利 益 3,110百万円 6百万円

 1 株 当 た り 純 資 産 942.33円 144,266.32円

 1 株当たり当期純利益 70.98円 17,046.76円

(注) 存続会社の大株主及び持株比率は、平成28年9月30日現在の状況です。 

 

５． 合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあ

りません。 

 

６． 今後の見通し 

本合併は、当社完全子会社の吸収合併であるため、当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


